
    

 上半期の収入動向は、新型コロナ感染症による景気低迷の影響を受け、積合せ貨物およびエコ

関連物資を除く全ての品目で計画を大きく下回り、自動車部品は自動車産業の低迷による影響を

受け減送、食料工業品は、清涼飲料水の現地生産化および外食産業向けのビ－ルの輸送等が低調

に推移した。コンテナ全体では、計画比 97．7％となった。 

 車扱は、緊急事態宣言に伴う外出自粛の影響で石油の輸送が大幅に減少し、車扱全体では、計

画比 98．6％、コンテナ・車扱の合計では、計画比 97．8％となっている。              

ＪＲ発足から輸送力を中心に経営を行ってきた貨物会社は、「総合物流企業」を目指すとの新

たな考え方の下、大型物流施設の建設を次々と計画してきている。今後、経営課題として「鉄道

事業部門の黒字化」は必須条件で、「中期経営計画 2023」での出口では、「連結 148億円・単

体 133億円」の利益確保を目指し、5年間で 2080億円の設備投資を行うとしている。新たな

経営戦力の下、莫大な設備投資を実施するとしているが、企業を動かすのは社員であり、過去の

社長が示したＪＲ最低の労働条件を改善させることが何よりも重要であることからも、ＪＲ発足

以来の好決算の結果を出してきている現状を鑑み、今後の目標を達成させるには社員の奮闘が何

よりも重要であることからも、コロナ禍の中でも昼夜を問わず「安全輸送」に向けた努力を全力

で傾注している社員に対し、この間の業績を分配することは当然である 
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